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「男女共同参画社会に関する世論調査」について 

 

 

Ⅰ 調 査 概 要 

  調査時期：平成 19 年 7 月 26 日～8 月 12 日（調査員による個別面接聴取） 

  調査対象：全国 20 歳以上の者 5,000 人（有効回収数：3,118 人，回収率：62.4％） 

  過去実績：(平成 16 年 11 月、14 年 7 月、12 年 2 月、9 年 9 月、7 年 7 月、4 年 11 月 等) 
 

Ⅱ 主な結果 
 
１ 男女の地位に関する意識について 

（１）「社会全体でみた男女の地位」は、「男性の方が優遇されている」が減少傾向には

あるものの最も多い。また、「平等」（20.9％）と考える人が 0.8％ポイント増加し

た。なお、男女別にみると、「男性の方が優遇されている」が女性の方において多

く、「平等」、「女性の方が優遇されている」が男性の方において多い。 

 

【社会全体でみた男女の地位】 
 

     
 

 

今 回 調 査 (3,118 人)

（平成16年11月調査） (3,502 人)

（平成14年７月調査） (3,561 人)

（平成12年２月調査） (3,378 人)

（平成７年７月調査） (3,459 人)

〔 性 〕

女 性 (1,706 人)

男 性 (1,412 人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 ( 244 人)

30 ～ 39 歳 ( 464 人)

40 ～ 49 歳 ( 507 人)

50 ～ 59 歳 ( 659 人)

60 ～ 69 歳 ( 668 人)

70 歳 以 上 ( 576 人)
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（２）男女が平等になるために最も重要なことは、「女性を取り巻く様々な偏見、固定

的な社会通念、慣習・しきたりを改める」が前回から減少したものの最も多い

（23.8％）。次いで「女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を習得するなど、

積極的に力の向上を図る」（23.1％）。また、女性においては、後者が前者を上回っ

た。なお、「女性の就業、社会参加を支援する施設やサービスの充実を図る」

（18.8％）が前回より 4.2％ポイント増加した。 

   

 

     

今 回 調 査 (3,118 人)

（平成16年11月調査） (3,502 人)

（平成14年７月調査） (3,561 人)

（平成４年11月調査） (3,524 人)

〔 性 〕

女 性 (1,706 人)

男 性 (1,412 人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 ( 244 人)

30 ～ 39 歳 ( 464 人)

40 ～ 49 歳 ( 507 人)

50 ～ 59 歳 ( 659 人)

60 ～ 69 歳 ( 668 人)

70 歳 以 上 ( 576 人)

（該当者数）
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２ 女性の社会進出に関する意識について 

（１）今後もっと様々な職業分野で女性が増える方が「よいと思う」が平成 14 年調査

より 5％ポイント減少したものの 73.4％と最も多い。「どちらともいえない」

(18.8％)は 4.3％ポイント増加した。 

 

     

 

 

 

（２）一般的に女性が職業をもつことについては、「子どもができても、ずっと職業を続

ける方がよい」が引き続き前回より増加し、最も多い（43.4％）。 

 

     

今 回 調 査 (3,118 人)

（平成16年11月調査） (3,502 人)

（平成14年７月調査） (3,561 人)
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３ 家庭生活等に関する意識について 

（１）「結婚は個人の自由であるから、結婚してもしなくてもどちらでもよい」につい

て、「賛成」が多い（65.1％）が減少した。 

 

     
 
（２）「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」について、「反対」が前回より更に

増加し、初めて過半数を超えた（52.1％）。 

 

     
 
（３）「結婚しても必ずしも子どもをもつ必要はない」について、「反対」が前回より増

加し、引き続き多い（59.4％）。 

     

今 回 調 査 (3,118 人)

（平成16年11月調査） (3,502 人)

（平成14年７月調査） (3,561 人)

（平成９年９月調査） (3,574 人)

（平成４年11月調査） (3,524 人)

（該当者数）
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（４）「結婚しても相手に満足できないときは離婚すればよい」については、「反対」が

47.5％と過半数に満たないものの、前回より増加して「賛成」を上回った。 

 

     

 

 

（５）家庭における家事分担については、前回同様、妻が家事を行なっている割合が最

も多いが、夫や家族全員で家事分担する傾向がわずかずつ増えている。 

「食事の後かたづけ、食器洗い」についてみると、「妻」が前回より減少したも

のの、最も多い（74.7％）。一方、「家族全員」（16.6％）、「夫」（4.6％）が前回よ

りそれぞれ増加した。 

 

【食事の後かたづけ、食器洗い】 

     

（「結婚している」，「結婚していないがパートナーと暮らしている」と答えた者に）
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（６）「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」の関わり方について、男性は「仕事

と家庭生活をともに優先したい」という希望が 29.2％と多いが、現実には「仕事を

優先している」とする回答が 40.2％となっており、希望と現実との間に大きな差が

生じている。一方、女性は、希望は「仕事と家庭生活をともに優先したい」（26.4％）、

「仕事と家庭生活と地域・個人の生活をともに優先したい」（15.2％）となっている

のに対し、現実は、「家庭生活を優先している」（43.9％）、「仕事を優先している」

（17.3％）となっており、複数の活動をバランスよく両立させたいという希望が、

やはり実現していない人が多い。 

     

【生活の中での、「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」の希望と現実（男性）】 
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【生活の中での、「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」の希望と現実（女性）】 
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（７） 男性が家事、子育て、介護、地域活動へ参加するために必要なことは、「夫婦や  

家族間でのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝをよくはかる」が最も多く（60.0％）、次いで「家事などに参

加する男性自身の抵抗感をなくす」（49.0％）。 

   なお、「労働時間短縮や休暇制度の普及で、仕事以外の時間をより多く持てるよ

うに」が前回より 9.8％ポイント増加した。 

     

（複数回答）

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくは
かること

男性が家事などに参加することに対する男性自
身の抵抗感をなくすこと

社会の中で，男性による家事，子育て，介護，
地域活動についても，その評価を高めること

労働時間短縮や休暇制度を普及することで，仕
事以外の時間をより多く持てるようにすること

男性が家事，子育て，介護，地域活動に関心を
高めるよう啓発や情報提供を行うこと

年配者やまわりの人が，夫婦の役割分担等につ
いての当事者の考え方を尊重すること

家庭や地域活動と仕事の両立などの問題につい
て，男性が相談しやすい窓口を設けること

男性が家事などに参加することに対する女性の
抵抗感をなくすこと

男性が子育てや介護，地域活動を行うための，
仲間（ネットワーク）作りをすすめること

国や地方自治体などの研修等により，男性の家
事や子育て，介護等の技能を高めること

そ の 他

特 に 必 要 な こ と は な い

60.0

49.0

43.0

40.0

32.1

29.3

23.3

20.4

20.4

18.9

1.2

4.6

57.8

44.0

38.2

30.2

24.8

26.6

15.4

18.2

16.0

12.9

0.9

7.3

0 10 20 30 40 50 60 70

今　回　調　査　（N=3,118人,M.T.=342.1%)

平成16年11月調査（N=3,502人,M.T.=292.3%)

(%)
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４ 男女共同参画社会の形成に関する意識について 

（１）「男女雇用機会均等法」の周知度は 79.6％。「男女共同参画社会」の周知度は 63.8％

と前回より 11.3％ポイント増加した。 

 

     

 

 

（複数回答）

男 女 雇 用 機 会 均 等 法

男 女 共 同 参 画 社 会

女 子 差 別 撤 廃 条 約

ジ ェ ン ダ ー
（ 社 会 的 性 別 ） （ 注 ）

ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス
（ 仕 事 と 生 活 の 調 和 ）

ポ ジ テ ィ ブ ・ ア ク シ ョ ン
（ 積 極 的 改 善 措 置 ）

見 た り 聞 い た り し た も の は な い

わ か ら な い

79.6

63.8

35.3

28.1

27.0

17.1

8.9

1.6

52.5

32.8

22.3

15.8

29.2

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

今　回　調　査　（N=3,118人,M.T.=261.4%)

平成16年11月調査（N=3,502人,M.T.=156.2%)

(%)

※

※

（注）平成16年11月調査では，「ジェンダー（社会的・文化的につくられた性別）」となっている。
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（２）「男女共同参画社会」の実現に向けて行政に要望することは、「子育てや介護等で

いったん仕事を辞めた人の再就職支援」（57.0％）、「保育の施設・サービスや、高

齢者や病人の施設や介護サービスの充実」（56.5％）、「子育てや介護中であっても

仕事が続けられるよう支援する」（55.7％）が多い。 

 

     

 

〔参考〕　男女共同参画社会の 形成に当たっての行政に対する要望

人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成16年11月
調 査 3,502 49.7  38.2  37.7  37.5  32.9  28.2  19.8  19.5  16.7  13.0  1.5  5.5  6.4  306.6  

平成12年２月
調 査 3,378 48.1  34.3  33.0  33.5  25.8  30.7  20.9  20.2  16.0  15.6  0.5  5.7  8.6  293.2  

平成９年９月
調 査 3,574 45.7  40.7  32.4  30.3  32.2  36.7  20.6  21.5  10.7  14.8  0.4  3.7  5.9  295.7  
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業
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充

実
す
る
（
注
１
）

（複数回答）

（注１）平成９年９月調査では，「女性の就労の機会を増やしたり，女性の職業教育
        や職業訓練を充実する」となっている。

　（注２）平成12年２月調査では，「広報誌やパンフレットなどで，男女の平等と相互の理解や
          協力について啓発する」となっている。
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（
注
２
）

各
国
の
女
性
と
の
交
流
や
情
報
提
供
な
ど
、
国
際

交
流
を
推
進
す
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学
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教
育
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教
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教
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の
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で
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の
平
等
と
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の
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の
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計

（Ｍ.Ｔ.）

特

に

な

い

(複数回答）

子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人の
再就職を支援する

保育の施設・サービスや，高齢者や病人の施
設や介護サービスを充実する

子育てや介護中であっても仕事が続けられる
よう支援する

法 律 や 制 度 の 面 で 見 直 し を 行 う

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など男女共
に働き方の見直しを進める

国・地方公共団体の審議会委員や管理職な
ど，政策決定の場に女性を積極的に登用する

民間企業・団体等の管理職に女性の登用が進
むよう支援する

従来，女性が少なかった分野（研究者等）へ
の女性の進出を支援する

女性や男性の生き方や悩みに関する相談の場
を提供する

男女の平等と相互の理解や協力について広
報・ＰＲする

男女の平等と相互の理解や協力について学習
機会を充実する

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い
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総　数（Ｎ=3,118人，Ｍ.Ｔ.=435.4％）


